
令和３年９月30日外交記録公開　概要

分類番号 史料件名 史料概要 開始年月日 終了年月日 作成課室

A'.1.4.1.1-2 日米外交関係雑集　重光・アリソン会談録　第1巻

重光外務大臣とアリソン駐日米国大使の会談録を収録。1955年6月東京における重光外務大臣とシーボルト米

国務次官補代理との会談、1955年8月軽井沢における鳩山総理と重光外務大臣との会談及び1955年9月下田外

務省条約局長とパーソンズ駐日米国大使館公使との会談記録を含む。

1954/12/1 1955/9/30 北米局北米第一課

A'.1.4.1.1-2 日米外交関係雑集　重光・アリソン会談録　第2巻
重光外務大臣とアリソン駐日米国大使の会談録を収録。1955年10月のフーヴァー米国国務次官の訪日記録を

含む。
1955/10/1 1956/10/31 北米局北米第一課

A'.1.4.1.1-5
日米外交関係雑集　重光・ダレス会談（於、米国大使

館）

1956年3月の重光外務大臣とダレス米国務長官の会談用資料、会談記録を中心に収録。ダレス長官の訪日日

程、鳩山総理のスピーチ案、ダレス長官のアジア訪問、1956年5月の重光外務大臣とシーボルト米国務次官補

代理との会談録を含む。

1956/3/1 1956/6/30 北米局北米第一課

A'.1.4.1.1-10
日米外交関係雑集　大平外務大臣・在京米大使（米国要

人を含む）会談録

大平外務大臣とライシャワー駐日米国大使の会談録を中心に収録。大平外務大臣とヒッケンルーパー米上院議

員、ギルパトリック米国防次官、ガルブレイス及びボールズ駐印米国大使、駐日米軍司令官、ハリマン米国務

次官、ラスク米国務長官との会談録及び椎名外務大臣とライシャワー駐日米国大使との会談録を含む。

1962/7/1 1964/9/30 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1
米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　漁船操業

（日・インドネシア漁業取極）(2)

日本・インドネシア漁業交渉に関する文書を収録。日・インドネシア漁業取極延長交渉、琉球政府との調整、

業界指導及び沖縄漁船の拿捕に関する文書を含む。
1968/7/1 1972/4/30 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1
米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　漁船操業

（日・インドネシア漁業取極）(3)

日本・インドネシア漁業交渉に関する文書を収録。日・インドネシア漁業取極交渉、琉球政府との調整及び琉

球政府のインドネシア出漁状況報告に関する文書を含む。
1968/7/1 1972/4/30 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1
米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　漁船操業

（日・インドネシア漁業取極）(4)

日本・インドネシア漁業交渉に関する文書を収録。日・インドネシア漁業取極延長交渉、対処方針、琉球政府

との調整及び妥結に関する閣議報告に関する文書を含む。
1968/7/1 1972/4/30 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1
米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　覚書・了解

事項

1952年8月から1966年8月までの、沖縄に関する覚書・了解事項等を収録。具体的には、沖縄への医師派遣に

関する了解事項、琉球諸島に対する援助金に関する覚書等を含む。
1952/8/1 1966/8/31 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1
米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　援助金に関

する覚書（昭和36年度）
沖縄に対する援助金に関する覚書に係る文書を収録。1962年8月の沖縄の現状に関する基礎資料を含む。 1962/5/1 1962/8/31 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1
米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　援助金に関

する覚書（昭和45年度）
琉球政府に対する資金の貸付けに関する覚書及び琉球政府に対する援助金に関する覚書に係る文書を収録。 1970/4/1 1971/6/30 北米局北米第一課
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分類番号 史料件名 史料概要 開始年月日 終了年月日 作成課室

A'.3.0.0.7-1 米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　軍用地問題

沖縄の米軍基地及び軍用地問題に関する文書を収録。基地問題をめぐる反米感情の高まり、復帰反対運動、米

国の国防政策の動向と在外基地の縮小方針、沖縄土地問題に関する米側提供資料及び嘉手納基地建設計画に関

する文書を含む。

1968/6/1 1972/5/31 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1 米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　軍用地問題

沖縄の米軍基地及び軍用地問題に関する文書を収録。在沖縄米陸軍演習場の現状、米海軍駆逐艦隊家族の横須

賀への移動、在沖縄米空軍関係基地、在沖縄米海軍基地施設、沖縄の米軍基地強化及び岩国基地における核兵

器に関する文書を含む。

1968/6/1 1972/5/31 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1 米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　軍用地問題
沖縄の米軍基地及び軍用地問題に関する文書を収録。在沖縄米軍雇用日本人技術者の待遇改善に関する文書を

含む。
1968/6/1 1972/5/31 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1 米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　軍用地問題

沖縄の米軍基地及び軍用地問題に関する文書を収録。1971年9月の吉野外務省アメリカ局長・屋良琉球政府行

政主席会談概要及び琉球政府要請書、同局長とランバート・米高等弁務官会談概要、軍用地補償に関する関係

団体決議・要請、米国施政下における沖縄県民の請求権等の法的救済に関する琉球政府説明書・要請書及び琉

球政府立法院決議並びに軍用地解放に関する沖縄自治体要請に係る文書を含む。

1971/3/1 1972/4/30 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1 米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　航空問題

沖縄航空問題に関する文書を収録。本土沖縄航空路線の本土国内線扱い、沖縄における航空管制官採用、南西

航空株式会社の本土乗り入れ及び在沖縄カデナ・エアロクラブによる沖縄・奄美大島間飛行計画に関する文書

を含む。

1968/5/1 1972/5/31 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1
米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　那覇港・那

覇空港問題

沖縄復帰後の那覇港管理問題及び那覇空港のパイプライン問題に関する文書を収録。金武湾・中城湾港湾管理

問題、ブラックオイル・ターミナル施設問題、那覇空港気象測定機器設置及び米国からの電離層観測装置の引

継ぎに関する文書を含む。

1971/5/1 1972/5/31 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1
米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　那覇空港問

題

那覇空港民港地区整備計画及び訓練飛行場計画に関する文書を収録。沖縄空港調査報告及び那覇空港拡張工事

に関する日米覚書に関する文書を含む。
1968/11/1 1971/11/30 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1
米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　教育権分離

返還
沖縄の教育権分離返還問題に関する文書を収録。米側との協議及び沖縄の動きに関する文書を含む。 1966/3/1 1971/7/31 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1
米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　郵便貯金・

簡易生命保険及び郵便年金関係（1）

沖縄の郵政関係に関する文書を収録。旧沖縄県在住者に対する郵便貯金、簡易生命保険及び郵便年金等の払戻

し、在沖縄奄美出身者の処遇、送金問題及び引揚げ並びに貿易支払い及び郵便為替に関する覚書に関する文書

を含む。

1952/7/1 1971/12/31 北米局北米第一課
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分類番号 史料件名 史料概要 開始年月日 終了年月日 作成課室

A'.3.0.0.7-1
米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　郵便貯金・

簡易生命保険及び郵便年金関係（2）

旧沖縄県在住者に対する郵便貯金、簡易生命保険及び郵便年金等の払戻しに関する文書を収録。日米協議、日

米協定に基づく貸借決済高計数及び奄美群島郵便債務問題に関する意見（山下康雄名古屋大教授）に関する文

書を含む。

1952/7/1 1971/12/31 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1
米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　郵便貯金・

簡易生命保険及び郵便年金関係（3）

旧沖縄県在住者に対する郵便貯金、簡易生命保険及び郵便年金等の払戻しに関する文書を収録。日米協議及び

本土と南西諸島との間の郵便為替の交換に関する覚書の改正に関する文書を含む。
1960/3/1 1965/6/30 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1
米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　郵便貯金・

簡易生命保険及び郵便年金関係（4）

旧沖縄県在住者に対する郵便貯金、簡易生命保険及び郵便年金等の払戻しに関する文書を収録。日米協議、沖

縄住民が有する行政権分離前の郵便貯金、簡易生命保険等の支払問題の解決措置に関する覚書及び琉球郵務、

気象行政の日本移管要領（試案）に関する文書を含む。

1952/7/1 1971/12/31 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1
米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　沖縄復帰準

備委員会（代表代理会議）（4）

沖縄復帰準備委員会に関する文書を収録。代表代理会議概要、軍用道路・琉球開発金融公社・電力公社・琉球

水道公社・郵政機能の引継準備及び民政移行フェーズⅢ進捗状況に関する文書を含む。
1971/12/1 1972/5/31 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1
米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　安全保障問

題研究会（1）
安全保障問題研究会に関する文書を収録。1970年10月の沖縄基地視察報告及び会合議事録を含む。 1970/9/1 1971/2/28 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1
米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　安全保障問

題研究会（2）
安全保障問題研究会に関する文書を収録。会合議事要旨を含む。 1971/3/1 1971/10/31 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1
米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　沖縄米軍演

習関係
在沖縄米軍演習問題に関する文書を収録。演習通報及び通報経路に関する文書を含む。 1964/10/1 1972/1/31 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1
米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　沖縄米軍基

地における第三国軍人の訓練関係

米軍による第三国軍人の訓練に関する文書を収録。在日米軍基地における外国人訓練、米韓合同演習、比国空

軍軍人の那覇基地勤務、カンボジア軍人の沖縄入域、韓国空軍機の沖縄への訓練飛行、伊江島における第三国

軍人訓練及び米太平洋陸軍兵站部長研究会に関する文書を含む。

1962/12/1 1971/10/31 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1
米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　原子力潜水

艦の沖縄寄港（1）

沖縄への米原子力潜水艦寄港に関する文書を収録。米琉合同放射能調査、国会答弁資料、日本政府との共同調

査問題、1968年10月の三木外務大臣とジョンソン・駐日米国大使の会談における米原子力軍艦寄港に伴う放

射能問題に関する覚書の沖縄への適用、同月米側発表の原子力軍艦の安全保証措置及び漁業損失補償問題に関

する文書を含む。

1968/5/1 1972/2/29 北米局北米第一課
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分類番号 史料件名 史料概要 開始年月日 終了年月日 作成課室

A'.3.0.0.7-1
米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　原子力潜水

艦の沖縄寄港（2）

沖縄への米原子力潜水艦寄港に関する文書を収録。琉球政府による放射能調査、日本政府の共同調査参加に関

する日米琉協議、1969年5月の沖縄への放射能調査団の派遣及び同調査団の助言に関する文書を含む。
1969/2/1 1970/5/31 北米局北米第一課

A'.3.0.0.7-1
米国管理下の南西諸島状況雑件　沖縄関係　沖縄におけ

る人権問題

沖縄の人権問題に関する文書を収録。沖縄問題に関するボールドウィン・米自由人権協会議長の勧告、米軍

人・軍属の犯罪及び米軍人・軍属に対する刑事裁判権に関する文書を含む。
1959/10/1 1968/10/31 北米局北米第一課

A'.7.1.0.15-2-4
ヴィエトナム紛争　軍事情勢（テロを含む）特殊兵器使

用問題

ベトナムにおける化学兵器使用に関する文書を収録。1965年3月のマクナマラ・米国防長官のステートメン

ト、ラスク・米国務長官の記者会見テキスト及びウィルソン・英首相等各国の反応に関する文書を含む。
1963/4/1 1966/10/31

アジア大洋州局南部アジア

部南東アジア第一課

A'.7.1.0.15-7-1
ヴィエトナム紛争　南ヴィエトナム在留各国人の被害及

び保護関係本邦人　第1巻

南ベトナム解放民族戦線（NLF）による日本人殺害事件、拉致事件及び在留邦人引揚げ問題に関する文書を収

録。
1961/9/1 1965/12/31

アジア大洋州局南部アジア

部南東アジア第一課

A'.7.1.0.15-7-1
ヴィエトナム紛争　南ヴィエトナム在留各国人の被害及

び保護関係本邦人　第2巻

邦人記者の消息、米国建設会社の日本人労働者ベトナム派遣計画、日本船被撃事件、1975年7月の調書「ベト

ナム緊急事態と邦人保護」に関する文書を含む。
1966/1/1 1975/7/31

アジア大洋州局南部アジア

部南東アジア第一課

A'.7.1.0.TOKU14
ヴィエトナム紛争　南越経済及び援助協力（ポスト・

ヴィエトナムを含む）

南ベトナムの経済統計、日本のベトナム経済援助、インドシナ経済復旧資金構想、リリエンソール報告書等各

国の援助及びベトナム和平の日本経済への影響に関する文書を含む。
1964/7/1 1969/4/30

アジア大洋州局南部アジア

部南東アジア第一課

A'.7.1.0.TOKU15 ヴィエトナム紛争　北越情勢（NLFを含む）
南ベトナム民族解放戦線（NLF）及び日・北ベトナム関係に関する文書を収録。NLFの政策・綱領、軍事及び

声明・論文並びに北越対日論調及び北越人入国問題に関する文書を含む。
1960/12/1 1968/10/31

アジア大洋州局南部アジア

部南東アジア第一課

A'.7.1.0.TOKU16 ヴィエトナム紛争　北越情勢（NLFを含む）
北ベトナムに関する調書・資料を収録。首脳間の実力関係、ソ連及び中国の対北越援助、声明・論文、人物往

来、週別の動向及びベトナム共産党機関紙ニャンザンの外国記事まとめに関する文書を含む。
1965/8/1 1967/9/30

アジア大洋州局南部アジア

部南東アジア第一課

A'.7.1.0.TOKU17
ヴィエトナム紛争　南越経済及び援助協力（ポスト・

ヴィエトナムを含む）

ベトナム紛争に関する調書・参考資料を収録。1967年1月の南ベトナム外交団リスト、1967年5月にジュネー

ブで開かれた「地上に平和を（Pacem in Terris）」第2回会議、1968年10月の調書「チェコ問題に対する北ベ

トナムと北朝鮮の反応の比較」に関する文書を含む。

1955/1/1 1968/10/31
アジア大洋州局南部アジア

部南東アジア第一課
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分類番号 史料件名 史料概要 開始年月日 終了年月日 作成課室

A'.7.1.0.TOKU18 ヴィエトナム紛争　国家承認問題及び一般政情

南ベトナムの政情、北ベトナムの首脳・国交、南ベトナム民族解放戦線（NLF）の活動及びジュネーブ休戦協

定に関する文書を収録。南越における1964年10月の臨時憲章、軍事評議会、1965年1月の政変及び仏教徒の

動向並びに日本が南越を正統政府と認めている理由に関する文書を含む。

1959/11/1 1968/2/29
アジア大洋州局南部アジア

部南東アジア第一課

A'.7.1.0.TOKU19 ヴィエトナム紛争　一般軍事関係
ベトナム紛争の軍事関係に関する調書・国会答弁資料を収録。ホワイトハウスの諸声明、1965年3月の在南ベ

トナム米大使館爆破事件、主要事件年表、トンキン湾事件及び北爆に関する文書を含む。
1964/8/1 1967/12/31

アジア大洋州局南部アジア

部南東アジア第一課

A'.7.1.0.TOKU24 ヴィエトナム紛争　和平問題

ベトナム紛争の和平問題に関する調書・国会答弁資料を収録。国際監視機構（ICC）報告、米国の和平工作、

各国の考え方・重要言明集、ウ・タント・国連事務総長の和平提案及びド・ゴール・仏大統領のインドシナ中

立化構想に関する文書を含む。

1962/6/1 1966/9/30
アジア大洋州局南部アジア

部南東アジア第一課

A'.7.1.0.TOKU26 ヴィエトナム紛争　東南アジア情勢
ベトナム紛争と南東アジア情勢に関する文書を収録。インドシナ関係、ラオス関係、カンボジア関係及びイン

ドネシア関係文書を含む。
1960/3/1 1966/2/28

アジア大洋州局南部アジア

部南東アジア第一課

B'.3.1.2.1 対日賠償問題雑件　第1巻

賠償請求権と占領経費支払請求権の優先順位、賠償交渉の課題、各種別クレーム・債務等総括表、対東南アジ

ア経済協力と賠償問題、賠償及び対日クレーム一覧の経緯・概況、対日平和条約第15条関係等のクレーム支

払見込額及び対外債務説明資料に関する文書を収録。

1951/12/1 1955/12/31 国際法局国際法課

B'.3.1.2.1 対日賠償問題雑件　第2巻

賠償問題説明資料、賠償実施事務要覧、対日請求権等一覧表、対日請求権未解決分一覧表、西欧諸国の対日請

求権、賠償連絡協議会設置閣議請議、賠償実施に関する機構問題、賠償問題国際会議解決構想、賠償問題検討

の法理論、賠償の国際法上の意義、賠償に対する財政負担限度の決定、香港平和条約の賠償規定と現物賠償、

賠償の範囲と支払方式、賠償実施方式、賠償関係国会答弁擬問擬答、賠償問題経緯概観、賠償支払状況及び諸

賠償協定交渉経緯に関する文書を収録。

1951/9/1 1962/5/31 国際法局国際法課

B'.3.1.2.1 対日賠償問題雑件　第3巻
諸外国の賠償に関する機構調査、対日請求権問題閣僚協議会、軍票と戦争損害、対日平和条約第14条（a）

（役務賠償）の戦争損害、平和回復善後処理費の割当及び賠償調査団報告書に関する文書を収録。
1952/12/1 1963/11/30 国際法局国際法課

B'.3.1.2.1-2-1 対日賠償問題雑件　諸外国の態度　香港の部　第1巻 香港の対日賠償要求に関する文書を収録。香港国連協会及び香港公民協会に関する文書を含む。 1951/10/1 1967/9/30 国際法局国際法課

B'.3.1.2.1-2-1 対日賠償問題雑件　諸外国の態度　香港の部　第2巻 香港の対日賠償要求に関する文書を収録。香港索償協会に関する文書を含む。 1968/10/1 1970/6/30 国際法局国際法課
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分類番号 史料件名 史料概要 開始年月日 終了年月日 作成課室

B'.3.1.2.1-2-1 対日賠償問題雑件　諸外国の態度　香港の部　第3巻
香港の対日賠償要求に関する文書を収録。香港索償協会、香港における対日賠償要求運動及び香港の対日賠償

要求問題経緯に関する文書を含む。
1963/5/1 1970/8/31 国際法局国際法課

B'.3.1.2.1-3
対日賠償問題雑件　対日請求権等処理委員会関係　第1

巻

対日請求権等処理委員会に関する文書を収録。対日平和条約第18条関係クレーム、仏貨債務交渉、対比8億ド

ル賠償案、伊の対日請求権問題、仏印特別円、欧州各国別クレーム処理状況、ガリオア問題、対日請求権等処

理委員会設置及び請求権参事官任命、同委員会運営方針、同委員会作業進捗状況、英国の支那事変関係クレー

ム、賠償等特殊債務処理特別会計法案、賠償等特殊債務処理費支払状況並びに賠償及び対日請求権関係予算措

置に関する外務大臣閣議発言要旨に関する文書を含む。

1954/9/1 1956/10/31 国際法局国際法課

B'.3.1.2.1-3
対日賠償問題雑件　対日請求権等処理委員会関係　第2

巻
対日請求権等処理委員会に関する文書を収録。同委員会議事要録及び委員会関係資料を含む。 1955/8/1 1957/12/31 国際法局国際法課

B'.3.1.2.1-4-1
対日賠償問題雑件　賠償実施連絡協議会関係　幹事会議

事録　第2巻
賠償実施連絡協議会に関する文書を収録。第35～54回幹事会議事録を含む。 1956/7/1 1956/11/30 国際法局国際法課

B'.3.1.2.1-4-1
対日賠償問題雑件　賠償実施連絡協議会関係　幹事会議

事録　第3巻
賠償実施連絡協議会に関する文書を収録。第55～70回幹事会議事録を含む。 1956/11/1 1957/3/31 国際法局国際法課

B'.3.1.2.1-4-1
対日賠償問題雑件　賠償実施連絡協議会関係　幹事会議

事録　第4巻
賠償実施連絡協議会に関する文書を収録。第71～93回幹事会議事録を含む。 1957/3/1 1957/8/31 国際法局国際法課

B'.3.1.2.1-4-1
対日賠償問題雑件　賠償実施連絡協議会関係　幹事会議

事録　第5巻
賠償実施連絡協議会に関する文書を収録。第94～112回幹事会議事録を含む。 1957/9/1 1958/1/31 国際法局国際法課

B'.3.1.2.1-4-1
対日賠償問題雑件　賠償実施連絡協議会関係　幹事会議

事録　第6巻

賠償実施連絡協議会の幹事会関係文書を収録。第113回～第130回幹事会の議題（日・フィリピン、日・ビル

マ、日・インドネシア賠償）、出席者、議事要旨を含む.
1958/1/1 1958/6/30 国際法局国際法課

B'.3.1.2.1-4-1
対日賠償問題雑件　賠償実施連絡協議会関係　幹事会議

事録　第7巻

賠償実施連絡協議会の幹事会関係文書を収録。第131回～第145回幹事会の議題（日・フィリピン、日・ビル

マ、日・インドネシア賠償）、出席者、議事要旨を含む.
1958/6/1 1958/10/31 国際法局国際法課

B'.3.1.2.1-4-1
対日賠償問題雑件　賠償実施連絡協議会関係　幹事会議

事録　第8巻

賠償実施連絡協議会の幹事会関係文書を収録。第146回～第169回幹事会の議題（日・フィリピン、日・ビル

マ、日・インドネシア賠償）、出席者、議事要旨を含む.
1958/10/1 1959/4/30 国際法局国際法課

B'.3.1.2.1-4-1
対日賠償問題雑件　賠償実施連絡協議会関係　幹事会議

事録　第9巻

賠償実施連絡協議会の幹事会関係文書を収録。第170回～第215回幹事会の議題（日・フィリピン、日・ビル

マ、日・インドネシア、日・ラオス賠償）、出席者・議事要旨を含む。
1959/4/1 1960/4/30 国際法局国際法課
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分類番号 史料件名 史料概要 開始年月日 終了年月日 作成課室

B'.4.1.2.5-12 日ソ交渉関係一件　各国新聞論調　第1巻

日ソ国交正常化交渉に関する諸外国の新聞論調に関する文書を収録。1954年12月の吉田内閣総辞職と鳩山内

閣成立後の日ソ国交調整をめぐる各国新聞論調、日ソ交渉に関する各国の新聞論調、日ソ交渉に関する海外世

論並びにアルゼンチン、豪、オーストリア、英、香港、ベルギー、ビルマ、台湾（国民政府）、加、エジプ

ト、フィンランド、仏、独、印、インドネシア、伊、ユーゴスラビア、蘭及びニュージーランド各国の報道振

りに関する文書を含む。

1955/1/1 1956/10/31 欧州局ロシア課

B'.4.1.2.5-12 日ソ交渉関係一件　各国新聞論調　第2巻

日ソ国交正常化交渉に関する諸外国の新聞論調に関する文書を収録。パキスタン、ポルトガル、フィリピン、

スペイン、スウェーデン、スイス、シリア、タイ、トルコ、英、香港、シンガポール、バチカン及びベトナム

各国の報道振りに関する文書を含む。

1954/12/1 1956/11/30 欧州局ロシア課

B'.4.1.2.5-12-1 日ソ交渉関係一件　各国新聞論調　ソ連の部

日ソ国交正常化交渉に関するソ連の新聞論調に関する文書を収録。ソ連政権下の南カラフトの十年、モスクワ

における日ソ交渉に関するソ連紙論調（一）～（三）、ソ連紙報道による今次日ソ交渉の経過、「日ソ友好関

係発展の問題に対する二つの態度」との日本向けモスクワ放送及び日ソ平和条約に関するソ連共産党機関紙プ

ラウダ社説に関する文書を含む。

1955/6/1 1958/3/31 欧州局ロシア課

B'.4.1.2.5-12-2 日ソ交渉関係一件　各国新聞論調　米国の部
日ソ国交正常化交渉に関する米国の新聞論調に関する文書を収録。1956年8～9月の重光外務大臣訪米に関す

る記事を含む。
1955/1/1 1956/12/31 欧州局ロシア課

B'.4.1.2.5-12-3 日ソ交渉関係一件　各国新聞論調　本邦の部
日ソ国交正常化交渉に関する日本の新聞論調に係る文書を収録。日ソ交渉に関する世論、日ソ交渉に対する日

本の世論、日ソ交渉についての各界意見及び日ソ交渉に関する国内世論の概要に関する文書を含む。
1954/12/1 1956/11/30 欧州局ロシア課

B'.4.1.2.5-12-3-1
日ソ交渉関係一件　各国新聞論調　本邦の部　全権団宛

新聞報道報告関係

日ソ国交正常化交渉に関する日本の新聞論調に係る文書を収録。モスクワの日本側全権団に日ソ交渉に関する

新聞の報道振りを伝える文書を含む。
1956/8/1 1956/10/31 欧州局ロシア課

B'.4.1.2.5-13 日ソ交渉関係一件　情報文化局発表文

日ソ国交正常化交渉に関する外務省情報文化局の発表に係る文書を収録。第23回国会における重光外務大臣

の外交報告、日ソ漁業交渉に関する外務省見解、「ソ連の新提案」に関する重光外務大臣の記者会見における

説明要旨、日ソ交渉に関する重光外務大臣の記者会見要旨、日ソ交渉第一回会議における重光外務大臣・全権

の声明、在ソ抑留邦人の送還、日ソ交渉第二、第三および第四回会議における領土問題に関する重光外務大

臣・全権の陳述、モスクワにおける日ソ交渉の経過概要、ブルガーニン・ソ連閣僚会議議長の鳩山総理宛返簡

並びに日ソ共同宣言批准書交換式における重光外務大臣挨拶に関する文書を含む。

1955/12/1 1956/12/31 欧州局ロシア課

B'.4.1.2.5-15 日ソ交渉関係一件　ニュース速報

日ソ国交正常化交渉に関する報道振りに係る文書を収録。外務省情報文化局の日ソ交渉関係ニュース速報（ロ

イター、ＵＰ、ＡＰ、時事通信、ワシントンポスト、デイリーテレグラフ、共産ニューズ他）及び同局の日ソ

交渉に関する国内世論週報（「ソ連研究」誌1950年7月第8号アンケート他）を含む。

1955/6/1 1956/3/31 欧州局ロシア課
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B'.4.1.2.5-16 日ソ交渉関係一件　国内世論週報　第1巻

日ソ国交正常化交渉に関する報道振りに係る文書を収録。外務省情報文化局の日ソ交渉に関する国内世論週報

（時事新報、東京タイムス、北海道新聞、西日本新聞、大阪新聞、東洋経済、ダイヤモンド、週刊読売等本邦

各紙・雑誌）を含む。

1955/6/1 1956/4/30 欧州局ロシア課

B'.4.1.2.5-16 日ソ交渉関係一件　国内世論週報　第2巻

日ソ国交正常化交渉に関する報道振りに係る文書を収録。外務省情報文化局の日ソ交渉に関する国内世論週報

（読売新聞、毎日新聞、朝日新聞、産経新聞、日本経済新聞、東京新聞、北海道新聞、西日本新聞、大阪新

聞、南日本新聞等本邦各紙）を含む。

1956/5/1 1956/9/30 欧州局ロシア課

B'.4.1.2.5-17 日ソ交渉関係一件　各種請願意見書

日ソ国交正常化交渉に関する各種請願意見書に係る文書を収録。海外抑留者同胞の帰還促進、戦犯者の即時釈

放及び千島、歯舞諸島の返還等を求める各県議会、市議会、商工会議所、団体、全国知事会、引揚問題対策審

議会の決議、意見書及び要望書等に係る文書を含む。

1953/10/1 1959/11/30 欧州局ロシア課

B'.4.1.2.5-19
日ソ交渉関係一件　本省幹部と在京ソ連漁業代表部との

会談録

日ソ国交正常化交渉に関連して東京で行われた外務省幹部と在京ソ連漁業代表部との会談録に関する文書を収

録。1956年11月のソ連漁業代表部関係懸案事項（抑留漁船及び漁夫の返還釈放要請、家族入国、漂着物

件）、1956年6月～12月の法眼欧州参事官・チフヴィンスキー公使会談録、同年6月の法眼参事官・チャソウ

ニコフ書記官会談録及び同年10月の下田条約局長・チフヴィンスキー公使会談録に関する文書を含む。

1956/6/1 1956/12/31 欧州局ロシア課

B'.4.1.2.6 日本・インドネシア平和条約交渉関係一件

日本国とインドネシア共和国との間の平和条約の締結経緯に関する文書を収録。インドネシアとの単独平和条

約締結に対する考え方、賠償問題、平和条約等日・インドネシア関係に関するハッタ・インドネシア副大統領

の談話、1958年1月の平和条約及び賠償協定調印式におけるスバンドリオ・インドネシア外相・全権及び藤山

外務大臣・全権挨拶、調印に関する外務省情報文化局発表、調印に関するインドネシア新聞論調、同年4月の

批准書交換式における藤山外務大臣・全権外相及びスバンドリオ外相挨拶、両外相会談資料並びに大使館設置

に関する両外相書簡に係る文書を含む。

1958/1/1 1958/4/30
アジア大洋州局南部アジア

部南東アジア第二課

B'.5.1.0.J/U16 日米研究用量特殊核物質売却協定関係　第1巻
日米原子力協定に基づいて日本の研究機関が研究用特殊核物質を米国機関から購入するための日米間の協議文

書を収録。特殊核物質購入にかかる日米間の協定を含む。
1960/7/1 1961/10/31 北米局北米第一課

B'.5.1.0.J/U16 日米研究用量特殊核物質売却協定関係　第2巻
日米原子力協定に基づいて日本の研究機関が研究用特殊核物質を米国機関から購入するための日米間の協議文

書を収録。特殊核物質購入にかかる日米間の協定を含む。
1961/11/1 1962/11/30 北米局北米第一課

B'.5.1.0.J/U16 日米研究用量特殊核物質売却協定関係　第3巻
日米原子力協定に基づいて日本の研究機関が研究用特殊核物質を米国機関から購入するための日米間の協議文

書を収録。特殊核物質購入にかかる日米間の協定を含む。
1963/1/1 1965/8/31 北米局北米第一課
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B'.5.1.0.J/U17 日米特殊核物質売買協定関係　第1巻
日米原子力協定に基づき日本原子力研究所が導入を計画する動力試験炉用燃料（濃縮ウラン）の購入に関する

米国原子力委員会との日米間の協議文書を収録。
1959/2/1 1962/12/31 北米局北米第一課

B'.5.1.0.J/U17 日米特殊核物質売買協定関係　第2巻
日米原子力協定に基づき日本原子力研究所が導入を計画する動力試験炉用燃料（濃縮ウラン）の購入に関する

米国原子力委員会との日米間の協議文書、日米協定案、協定、署名に関する閣議請議に関する文書を収録。
1961/2/1 1962/11/30 北米局北米第一課

B'.5.1.0.J/U3-1
日米安全保障条約関係一件　第三条に基づく行政協定関

係　第6巻

1950年12月作成の調書「軍隊駐在に関する技術的問題の研究」（施設の建設・使用、演習、裁判管轄権、逮

捕及び令状の送達、安全及び軍紀等）及び安全保障諸費による建設工事の促進に関する閣議了解案に関する閣

議請議に係る文書を含む。

1950/12/1 1953/12/31
北米局日米安全保障条約課

日米地位協定室

B'.5.1.0.J/U3-1-1
日米安全保障条約関係一件　第三条に基づく行政協定関

係　米軍駐留施設、区域関係　第1巻

日米安全保障条約第三条に基づく行政協定第二条により在日米軍に提供する施設及び区域（一般施設、海上演

習場、通信及びCIC施設及び住宅）一覧表、陸上演習場に関する別表及び附図並びに陸上演習場に関する使用

条件を収録。

1952/7/1 1952/7/31
北米局日米安全保障条約課

日米地位協定室

B'.5.1.0.J/U3-1-1
日米安全保障条約関係一件　第三条に基づく行政協定関

係　米軍駐留施設、区域関係　第2巻

在日米軍施設周辺の風紀対策、施設・区域の使用目的変更、付表の表題変更及び施設・区域に関する要望・陳

情（1952年2月締結の日米行政協定に関し国立文教地区についての請願書等）に関する文書を収録。
1951/10/1 1965/12/31

北米局日米安全保障条約課

日米地位協定室

B'.5.1.0.J/U3-1-1
日米安全保障条約関係一件　第三条に基づく行政協定関

係　米軍駐留施設、区域関係　第3巻

1952年7月に東京で署名された「行政協定に基づく日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の協定」第三項に

基づき合同委員会を通じて行う米軍駐留施設、区域に係る文書を収録。
1952/7/1 1954/2/28

北米局日米安全保障条約課

日米地位協定室

B'.5.1.0.J/U3-1-1
日米安全保障条約関係一件　第三条に基づく行政協定関

係　米軍駐留施設、区域関係　第4巻

1952年7月に東京で署名された「行政協定に基づく日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の協定」第三項に

基づき合同委員会を通じて行う同協定の附表の変更に関する文書を収録。閣議決定案及び閣議請議に関する文

書を含む。

1952/7/1 1953/11/30
北米局日米安全保障条約課

日米地位協定室

B'.5.1.0.J/U3-1-

1-1

日米安全保障条約関係一件　第三条に基づく行政協定関

係　米軍駐留施設、区域関係　附表の変更に関する告示

1952年7月に東京で署名された「行政協定に基づく日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の協定」第三項に

基づき合同委員会を通じて行う同協定の附表の変更に関する外務省告示案に係る文書を収録。
1957/2/1 1960/10/31

北米局日米安全保障条約課

日米地位協定室

B'.5.1.0.J/U3-1-4
日米安全保障条約関係一件　第三条に基づく行政協定関

係　地方公共団体よりの要望事項

1952年2月の日米行政協定の締結に関し地方公共団体として特に要請すべき事項に係る文書を収録。接収物件

の返還等各県の要請に関する文書を含む。
1948/12/1 1953/4/30

北米局日米安全保障条約課

日米地位協定室

B'.5.1.0.J/U3-2 日米安全保障条約関係一件　日米委員会関係　第1巻

1957年6月の日米共同声明で設置が合意された、安全保障に関する日米委員会の設置及び第1～4回委員会に関

する文書を収録。委員会設置に関する1957年7月の藤山外務大臣とマッカーサー・駐日米大使の会談要旨及び

各委員会の議題・準備資料・議事録・情報文化局発表に関する文書を含む。

1957/7/1 1957/12/31 北米局日米安全保障条約課
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B'.5.1.0.J/U3-2 日米安全保障条約関係一件　日米委員会関係　第2巻
1957年6月の日米共同声明で設置が合意された、安全保障に関する日米委員会の設置及び第5～6回委員会に関

する文書を収録。各委員会の議題・準備資料・議事録・情報文化局発表に関する文書を含む。
1958/2/1 1958/8/31 北米局日米安全保障条約課

B'.5.1.0.J/U7 日米相互防衛援助協定関係一件（MDAA）　第3巻
1954年3月の日米相互防衛援助協定（MDAA）の締結に関する文書を収録。協定要綱、米側との交渉、署名及

び閣議請議に関する文書を含む。
1953/7/1 1955/1/31 北米局日米安全保障条約課

B'.5.1.0.J/U7-11
日米相互防衛援助協定関係一件（MDAA）　第1条1項に

基づく資料及び情報の交換取極

日米相互防衛援助協定（MDAA）第１条１項に基づく資料及び情報の交換取極の締結に関する文書を収録。米

側との協議、協定草案及び閣議請議に関する文書を含む。
1962/6/1 1962/11/30 北米局日米安全保障条約課

B'.5.1.0.J/U7-2
日米相互防衛援助協定関係一件（MDAA）　協定草案関

係　第3巻

1954年3月締結の日米相互防衛援助協定（MDAA）の条項別草案に関する文書を収録。1953年6月の日米往復

文書並びに同年7月の米側草案及び日本側草案を含む。
1953/6/1 1954/2/28 北米局日米安全保障条約課

B'.6.1.0.38 国際原子力機関関係一件（IAEA）　第1巻

国際原子力機関（IAEA）と日本政府との文書連絡方法、諸外国の加盟、IAEA極東原子力調査団訪日、本部協

定、中国代表権問題、AAグループ、医学センター、理論物理学国際センター、アイソトープ医学利用セン

ター及び事業計画・予算に関する文書を収録。

1958/11/1 1965/5/31

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38 国際原子力機関関係一件（IAEA）　第2巻
IAEAに対する諸外国の態度、国際原子力機関（IAEA）と諸外国との協定、特権免除に関する協定、アジア地

域ラジオ・アイソトープ訓練センター、国連専門機関との関係及び擬問擬答に関する文書を収録。
1956/3/1 1964/3/31

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38 国際原子力機関関係一件（IAEA）　第3巻
1963年9月の佐藤科学技術庁長官とエクランド・国際原子力機関（IAEA）事務局長の会談概要、IAEA検証に

関する照会事項・回答、IAEAの沿革・概要、IAEAの所在地及び国連との関係に関する文書を収録。
1957/10/1 1965/5/31

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-1
国際原子力機関関係一件（IAEA）　設立経緯関係　第1

巻（規程八ヶ国（８カ国憲章）案）

規程八ヶ国案（8カ国憲章案）、同案に対する日本の見解、対米申入れ、国連第10総会審議及び各国の見解に

関する文書を収録。
1954/11/1 1955/12/31

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-1
国際原子力機関関係一件（IAEA）　設立経緯関係　第2

巻（憲章起草会議）

規程（憲章）案起草会議への日本のオブザーバー参加、日本の理事国立候補及び中国の参加問題に関する文書

を収録。
1956/1/1 1956/5/31

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-1
国際原子力機関関係一件（IAEA）　設立経緯関係　第4

巻（憲章採択会議）

憲章採択会議における日本代表演説、各国修正案の逐条審議、会議の報告及び憲章の署名に関する文書を収

録。
1956/9/1 1957/8/31

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課
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B'.6.1.0.38-1
国際原子力機関関係一件（IAEA）　設立経緯関係　第5

巻（憲章採択会議）

日本の憲章批准に関する閣議請議、日本の批准書寄託、諸外国の批准状況及び各国の国際原子力機関

（IAEA）に対する協力態勢に関する文書を収録。
1956/12/1 1958/3/31

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-2
国際原子力機関関係一件（IAEA）　準備委員会関係　第

1巻

国際原子力機関（IAEA）準備委員会への日本及び諸外国の立候補並びに議事手続規則及び職員規則に関する

文書を収録。
1956/4/1 1957/6/30

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-2
国際原子力機関関係一件（IAEA）　準備委員会関係　第

2巻

国際原子力機関（IAEA）準備委員会における議事手続規則の採択、審議状況及び委員会資料に関する文書を

収録。
1956/10/1 1957/10/31

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-2
国際原子力機関関係一件（IAEA）　準備委員会関係　第

3巻
国際原子力機関（IAEA）準備委員会ワーキンググループの審議状況及び委員会資料に関する文書を収録。 1957/1/1 1957/6/30

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-2
国際原子力機関関係一件（IAEA）　準備委員会関係　第

4巻（関係文書）

1957年10月～1958年9月の国際原子力機関（IAEA）準備委員会事務局作成文書を収録。同委員会の議題、作

業計画、予算及び勧告案に関する文書を含む。
1957/10/1 1958/9/30

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-2
国際原子力機関関係一件（IAEA）　準備委員会関係　第

5巻（議事録）
1956年10月～1957年6月の国際原子力機関（IAEA）準備委員会の議事録を収録。 1956/10/1 1957/6/30

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-2
国際原子力機関関係一件（IAEA）　準備委員会関係　第

6巻（議事録）
1957年6月～8月の国際原子力機関（IAEA）準備委員会の議事録を収録。 1957/6/1 1957/8/31

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-2
国際原子力機関関係一件（IAEA）　準備委員会関係　第

7巻（議事録）
1957年9月の国際原子力機関（IAEA）準備委員会の議事録を収録。 1957/9/1 1957/9/30

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-2
国際原子力機関関係一件（IAEA）　準備委員会関係　第

8巻（ワーキングペーパー）

1956年10月～1957年9月の国際原子力機関（IAEA）準備委員会事務局作成文書を収録。同委員会の議題案、

作業計画案、決議案及び理事会手続規則案に関する文書を含む。
1956/10/1 1957/9/30

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-2
国際原子力機関関係一件（IAEA）　準備委員会関係　第

9巻（議事録）
1956年10月～1957年6月の国際原子力機関（IAEA）準備委員会の議事録を収録。 1956/10/1 1957/6/30

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-2
国際原子力機関関係一件（IAEA）　準備委員会関係　第

10巻（議事録）
1957年6月～8月の国際原子力機関（IAEA）準備委員会の議事録を収録。 1957/6/1 1957/8/31

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-2
国際原子力機関関係一件（IAEA）　準備委員会関係　第

11巻（議事録）
1957年9月の国際原子力機関（IAEA）準備委員会の議事録を収録。 1957/9/1 1957/9/30

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課
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B'.6.1.0.38-2
国際原子力機関関係一件（IAEA）　準備委員会関係　第

12巻（関係文書）

1956年10月～1957年4月の国際原子力機関（IAEA）準備委員会事務局作成文書を収録。同委員会の議題、作

業計画、予算及び決議に関する文書を含む。
1956/10/1 1957/4/30

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-2
国際原子力機関関係一件（IAEA）　準備委員会関係　第

13巻（ワーキングペーパー）

1956年10月～1957年9月の国際原子力機関（IAEA）準備委員会事務局作成文書を収録。同委員会の議題案、

決議案、勧告案並びに理事会及び総会の手続規則案に関する文書を含む。
1956/10/1 1957/9/30

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-7
国際原子力機関関係一件（IAEA）　日本・国際原子力機

関間天然ウラン受入協定　第1巻

日本・国際原子力機関（IAEA）間天然ウラン受入協定の締結経緯に関する文書を収録。協定文及び署名まで

の経緯に関する文書を含む。
1958/8/1 1959/4/30

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-7
国際原子力機関関係一件（IAEA）　日本・国際原子力機

関間天然ウラン受入協定　第2巻

日本・国際原子力機関（IAEA）間天然ウラン受入協定の締結経緯に関する文書を収録。署名までの経緯に関

する文書を含む。
1958/12/1 1959/2/28

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-7
国際原子力機関関係一件（IAEA）　日本・国際原子力機

関間天然ウラン受入協定　第3巻

日本・国際原子力機関（IAEA）間天然ウラン受入協定の締結経緯に関する文書を収録。署名までの経緯に関

する文書を含む。
1959/2/1 1959/3/31

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-7
国際原子力機関関係一件（IAEA）　日本・国際原子力機

関間天然ウラン受入協定　第4巻

日本・国際原子力機関（IAEA）間天然ウラン受入協定の締結経緯に関する文書を収録。署名委任状、署名の

ための閣議請議、擬問擬答、告示、IAEA関係者との会談、署名以降の経緯及び現行のIAEA保障措置制度と日

本に対する査察実施状況に関する文書を含む。

1958/9/1 1969/11/30

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-8
国際原子力機関関係一件（IAEA）　各種会議・ゼミナー

ル関係　第5巻（憲章採択会議議事録）

1956年9月～10月に開催された国際原子力機関（IAEA）憲章の採択会議に関連する文書を収録。本会議にお

ける各国代表による一般演説の記録を含む。
1956/9/1 1956/10/31

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-8
国際原子力機関関係一件（IAEA）　各種会議・ゼミナー

ル関係　第6巻（憲章採択会議議事録）

1956年9月～10月に開催された国際原子力機関（IAEA）憲章の採択会議に関連する文書を収録。本会議、全

体委員会及び主委員会における憲章案修正に係る審議の記録を含む。
1956/10/1 1956/10/31

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-8
国際原子力機関関係一件（IAEA）　各種会議・ゼミナー

ル関係　第7巻（憲章採択会議議事録）

1956年9月～10月に開催された国際原子力機関（IAEA）憲章の採択会議に関連する文書を収録。主委員会に

おける憲章案の修正審議、並びに本会議における憲章の採択及び署名の記録を含む。
1956/10/1 1956/10/31

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

B'.6.1.0.38-8
国際原子力機関関係一件（IAEA）　各種会議・ゼミナー

ル関係　第8巻（憲章採択会議関係文書）

1956年9月～10月に開催された国際原子力機関（IAEA）憲章の採択会議に関連する文書を収録。代表団リス

ト、ワーキング・ペーパー、逐条修正案及びルーム・ペーパーを含む。
1956/9/1 1956/10/31

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課
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分類番号 史料件名 史料概要 開始年月日 終了年月日 作成課室

B'.6.2.0.4
国際刑事警察機構関係一件（国際刑事警察委員会を含

む）　第1巻

第20回（1951年）から第24回（1955年）までの国際刑事警察委員会総会に係わる文書等を収録。関係来往

電、出席者名簿、事務局作成議事録等を含む。
1951/4/1 1955/7/31

総合外交政策局安全保障政

策課国際安全・治安対策協

力室

C'.2.1.0.2-1 在日駐留軍の軍事演習関係雑件　実施予報関係　第4巻
米軍による日本における軍事演習計画通報及び外務省から関係知事及び政府機関に同演習計画を通報した文書

を収録。1953年2月の陸上訓練場又は演習場の区域の立入条件の通報を含む。
1952/12/1 1953/4/30 北米局北米第一課

C'.2.1.0.2-1 在日駐留軍の軍事演習関係雑件　実施予報関係　第5巻
米軍による日本における軍事演習計画通報及び外務省から関係知事及び政府機関に同演習計画を通報した文書

を収録。
1953/4/1 1953/8/31 北米局北米第一課

C'.2.1.0.2-1 在日駐留軍の軍事演習関係雑件　実施予報関係　第6巻
米軍による日本における軍事演習計画通報及び外務省から関係知事及び政府機関に同演習計画を通報した文書

を収録。第三国軍人の米軍基地での訓練通報を含む。
1953/8/1 1955/10/31 北米局北米第一課

D'.1.3.0.1-1
本邦戦争犯罪人関係雑件　「メモランダム（来往）」綴

（写）　第1巻

戦犯に関する1945～46年頃の連合国軍最高司令官総司令部（GHQ/SCAP）法務局（LS）発来信等を収録。具

体的には、（1)死亡通知、(2)調査、(3)外地戦争裁判に関する照会等、(4)派遣要員、(5)嘆願、(6)容疑者並び

に戦犯者の移送、(7)法廷・巣鴨設営関係、(8)財産封鎖、(9)住所照会、(10)証人喚問、(11)略歴要求・書類要

求、(12)面会関係を含む。

1945/11/1 1948/10/31 国際法局国際法課

D'.1.3.0.1-1
本邦戦争犯罪人関係雑件　「メモランダム（来往）」綴

（写）　第2巻

戦犯に関する1947年頃の連合国軍最高司令官総司令部（GHQ/SCAP）法務局（LS）発来信等を収録。具体的

には、(1)死亡関係、(2)保釈、(3)要員派遣、(4)証人関係、(5)嘆願、(6)調査、(7)移送（巣鴨―外地・外地―

巣鴨）、(8)リスト関係（リストはD'1.3.0.1- に一括してある）、(9)財産封鎖並びに解除、(10)面会関係、

(11)情報・記録を含む。

1946/10/1 1947/12/31 国際法局国際法課

D'.1.3.0.1-1
本邦戦争犯罪人関係雑件　「メモランダム（来往）」綴

（写）　第3巻

戦犯に関する1948～49年頃の連合国軍最高司令官総司令部（GHQ/SCAP）法務局（LS）文書ディプロマ

ティックセクション（DS）発来信等を収録。具体的には、(1)情報・記録、(2)出頭（面会を含む）、(3)国籍

関係、(4)移送関係を含む。

1946/4/1 1950/10/31 国際法局国際法課

D'.1.3.0.2-8
本邦戦犯裁判関係雑件　戦犯裁判の実相（調書）　第2

巻

巣鴨プリズン（平和条約発効以降、「巣鴨刑務所」）の戦犯受刑者が立ち上げた巣鴨法務委員会の編集による

ガリ版刷りの書籍１冊。
1952/5/1 1952/5/31 国際法局国際法課

D'.1.3.0.3-3
講和条約発効後における本邦人戦犯取扱関係雑件　仮出

所者関係（勧告書）　（フィリピンの部）第44巻

フィリピン戦犯裁判関係で巣鴨刑務所に服役するBC級戦犯の赦免勧告をめぐり、法務省から本邦外務省に届

けられた文書。対象者は52名となるが、銘々に関する「別紙決定書及びその決定書類」は収録されていな

い。

1953/12/1 1953/12/31 大臣官房総務課
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分類番号 史料件名 史料概要 開始年月日 終了年月日 作成課室

D'.1.3.0.3-3
講和条約発効後における本邦人戦犯取扱関係雑件　仮出

所者関係（勧告書）　（オランダの部）第45巻

オランダ戦犯裁判関係で巣鴨刑務所に服役するBC級戦犯の罪の軽減、赦免、仮出所を目指して外務省からオ

ランダ当局へ送付された一連の文書（各人の仮出所申請書ならびに勧告書等）を収録。
1947/3/1 1955/6/30 大臣官房総務課

D'.1.3.0.3-3
講和条約発効後における本邦人戦犯取扱関係雑件　仮出

所者関係（勧告書）　（オランダの部）第46巻

オランダ戦犯裁判関係で巣鴨刑務所に服役するBC級戦犯の罪の軽減、赦免、仮出所を目指して外務省からオ

ランダ当局へ送付された一連の文書。
1952/2/1 1956/8/31 大臣官房総務課

D'.1.3.0.3-3
講和条約発効後における本邦人戦犯取扱関係雑件　仮出

所者関係（勧告書） （豪の6）第47巻

オーストラリア戦犯裁判関係で巣鴨刑務所に服役するBC級戦犯の仮出所申請をめぐり、法務省（法務府期を

含む）から本邦外務省を経て豪州大使館へ送付された一連の文書。本巻の対象者は8名（豪州に対する仮出所

決定の要請は1954年4月12日～1956年10月24日）。「口上書（平和条約第十一条に基づく勧告の件）」、

「仮出所の勧告に関する決定送付」、「仮出所勧告に関する決定書」、「仮出所証書案」、「仮出所申請

書」、「行状成績報告書」、「拘禁経過表」、「仮出所処分に関する刑務所の長の意見書」、「行状評定方

式」、「コメンデーション」を含む。全体の巻数では前後するが、収録文書は「豪の1」から「豪の6」まで

の順で、要請日順に時系列に綴られている。（なお、当時の本邦政府において情報が不足していたため、シン

ガポール法廷及び香港法廷について豪州主催の軍事裁判を経て服役する戦犯の仮出所関係文書は「英国」の巻

に綴じ込まれている場合もある。）既勧告対象者1名に関する追加資料送付および、台湾出身戦犯29名をめぐ

る赦免の再勧告に関する決定送付も含まれる。

1946/6/1 1956/10/31 大臣官房総務課

D'.1.3.0.3-3
講和条約発効後における本邦人戦犯取扱関係雑件　仮出

所者関係（勧告書）（フランスの部）第48巻

フランス戦犯裁判関係で巣鴨刑務所に服役するBC級戦犯の罪の軽減、赦免、仮出所を目指して外務省から仏

国当局へ送付された一連の文書。各人の仮出所申請書ならびに勧告書を始めとする米国・英国・豪州関係ファ

イルに収録されている法務府ないし法務省作成の個別文書はほとんど含まれない。

1950/4/1 1953/11/30 大臣官房総務課

D'.1.3.0.3-3
講和条約発効後における本邦人戦犯取扱関係雑件　仮出

所者関係（勧告書）　（雑）第49巻

前半は米国関係戦犯関係長期受刑者につき情状の酌量を目指して記された調書を収録（分類番号2021-0079

「戦後処理／軍事裁判・戦争犯罪人関係」に似た文書が収録されている）。後半は連合国軍最高司令官総司令

部（GHQ/SCAP）からの来信の他、占領初期の文書を含む。民間人の国籍、資金解除、書簡伝達に関する内

容であり、戦犯案件との関係は不明。

1945/10/1 1958/4/30 大臣官房総務課

J'.2.2.1.3 外国人に対する在外公館発給旅券査証報告一件 1953年から1969年の在外公館別及び年別査証付与件数統計表等を収録。 1951/1/1 1970/4/30 領事局外国人課

2021-0538 日・オマーン関係

日本とオマーンの間の要人往来を含む人物交流に関する文書及び二国間会談の記録、1985年11月のカーブー

ス・オマーン国王即位15周年記念式典に関する同国王発中曽根総理宛親書及びその返書、1984年の管内情勢

報告、並びに赴任する駐オマーン日本大使への訓達及び信任状捧呈関連文書を収録。

1983/12/1 1986/6/30 中東アフリカ局中東第二課

2021-0539 日米外交

日本・日米関係に関する米紙報道・識者見解及び日米要人会談に関する文書を収録。日米関係と参議院選挙、

ギャラップ対日世論調査、ジョージタウン大戦略問題研究所日米関係報告書、1968年6月の牛場外務次官とラ

スク・米国務長官の会談概要及び同年10月の東郷アメリカ局長とバンデイ・米国務次官補会談概要を含む。

1968/1/1 1968/12/31 北米局北米第一課
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2021-0540 日米要人会談

日米要人の会談概要を収録。1969年7月の佐藤総理・愛知外務大臣とロジャーズ・米国務長官との各会談、

1970年の愛知外務大臣とマイヤー・駐日米国大使の会談、同年6月の佐藤総理とホーヘンバーグ・コロンビア

大教授の会談、同年9月の佐藤総理とヘンリー・シャピロ米ＵＰＩ通信モスクワ支局長会談及び1971年8月の

牛場駐米日本大使とドブルイニン・駐米ソ連大使の会談を含む。

1969/5/1 1977/12/31 北米局北米第一課

2021-0541 本邦漁船拿捕／ソ連
ソ連による本邦漁船拿捕に関する文書を収録。北方四島周辺水域での拿捕事件、その他の水域での拿捕事件を

含む。
1986/8/1 1987/9/30 欧州局ロシア課

2021-0542 田中通商産業大臣パナマ訪問（1981年）

1981年1月の田中六助通商産業大臣のパナマ訪問に関する文書を収録。同大臣へのブリーフ資料、パナマ要人

との会談用発言要領、ロヨ・パナマ大統領に手交した鈴木総理親書及び同大統領返簡、パナマ要人との会談の

概要を記した文書及び関連報道振りを含む。

1980/12/1 1981/12/31 中南米局中米カリブ課

2021-0543 カーター米国大統領夫妻訪日（1979年）

1979年6月のカーター米大統領夫妻訪日時における首脳会談発言要領・概要・記者ブリーフ、外相会談概要、

大平総理午餐会挨拶、園田外務大臣晩餐会挨拶、米大統領の下田タウンミーティング、田中官房長官談話、福

田前総理との会談概要及び米大統領総理・外相宛各礼状を収録。

1979/5/1 1979/7/31 北米局北米第一課

2021-0544 鄧小平中国国務院副総理夫妻訪日（1978年）／報道等
1978年10月に訪日した鄧小平副総理夫妻、日中平和友好条約の発効に関する内外の報道、有識者等の見方に

関する文書を収録。中国、米国、ソ連の報道等を含む。
1978/8/1 1978/11/30

アジア大洋州局中国・モン

ゴル第一課

2021-0545 鄧小平中国国務院副総理夫妻訪日（1978年）／資料
1978年10月の鄧小平副総理夫妻の訪日関係資料を収録。福田総理、園田外務大臣主催のレセプション等各種

歓迎行事の開催要領及びスピーチ案、地方視察日程、訪日の意義と評価に関する調書を含む。
1978/9/1 1978/11/30

アジア大洋州局中国・モン

ゴル第一課

2021-0546 鄧小平中国国務院副総理夫妻訪日（1978年）

鄧小平副総理夫妻訪日に関する駐日中国大使館との事前打合せ、福田総理・鄧副総理会談の発言要領、会談要

録、安倍官房長官記者会見、記者ブリーフ、園田・廖承志中日友好協会会長、黄華中国外交部長会談録、鄧副

総理・日本側要人（田中元総理、大平自由民主党幹事長、保利衆議院議長）会談要旨及び日中平和友好条約批

准書交換式に関する文書を収録。

1978/8/1 1978/11/30
アジア大洋州局中国・モン

ゴル第一課

2021-0547 鄧小平中国国務院副総理夫妻訪日（1978年）

1978年10月に訪日した鄧小平副総理夫妻一行の資料を収録。天皇陛下による宮中午餐会におけるお言葉・ご

発言の要旨・留意事項、福田総理、園田外務大臣主催のレセプション他各日程の資料、鄧小平訪日評価調書を

含む。

1978/12/1 1979/2/28
アジア大洋州局中国・モン

ゴル第一課

2021-0548 ホンジュラス要人訪日
ホンジュラス要人及び中堅指導者の訪日に関する文書を収録。1979年12月のフローレス・テレシン通信・公

共事業・運輸相、1981年4月のエルビル・シェラ外相の訪日に関する日本側要人との会談記録を含む。
1972/2/1 1981/4/30 中南米局中米カリブ課
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2021-0549 メロ・パナマ商工大臣訪日（1981年）

1981年4月のメロ・パナマ商工大臣の訪日に関する文書を収録。鉱物・海洋・森林資源分野等のパナマ側協力

提案に対する日本側の検討状況を記した文書、伊東外務大臣・大来政府代表との会談用発言要領及び会談記録

並びにメロ大臣から鈴木総理に手交されたロヨ・パナマ大統領発総理宛親書を含む。また、1981年1月の田中

六助通商産業大臣のパナマ訪問に関する文書も含む。

1981/1/1 1981/5/31 中南米局中米カリブ課

2021-0550 ソ連政治・経済（含、対日関係）

ソ連の政治・経済に関する文書を収録。ウスチノフ・ソ連国防相の死去、ソ連共産党中央委員会開催、ゴルバ

チョフ・ソ連共産党新書記長の就任演説（とりあえずのコメント）、ソ連内政（ソ連共産党人事）、ソ連の対

外経済関係、日ソ合弁事業に関する調書を含む。

1974/5/1 1986/12/31 欧州局ロシア課

2021-0551 ソ連外交（含、対日関係）

ソ連外交に関する調書を収録。ゴルバチョフ・ソ連共産党書記長の「全アジア安全保障会議」提案、シェワル

ナッゼ・ソ連外相の国連演説、プリマコフ・世界経済国際関係研究所（ＩＭＥＭＯ）所長の外交哲学に関する

論文、アジア集団安全保障構想に関するソ連の考え方、日中関係正常化に対するソ連論調を含む。

1973/2/1 1987/7/31 欧州局ロシア課

2021-0552 アフガニスタン問題

アフガニスタンの内政、治安情勢及び外交に関する文書を収録。1980年10月のカルマル・アフガニスタン革

命評議会議長のソ連訪問、ソ連軍の動き、政府軍と反政府勢力の抗争、アフガニスタン情勢に係る国連総会決

議案、1980年8月の伊東外務大臣訪印時のレディ・インド大統領及びガンジー・インド首相との会談概要並び

に同年9月のニューヨークにおける伊東外務大臣とグロムイコ・ソ連外相との会談概要に関する文書を含む。

1980/8/1 1980/12/31 中東アフリカ局中東第二課

2021-0553 アフガニスタン問題

1979年12月のソ連のアフガニスタン軍事介入に関する文書を収録。現地情勢、ソ連軍の動向、アフガニスタ

ン新内閣成立、米国を始めとする西側の見方及び対応、ソ連・東欧の動向、インド・パキスタン・中東諸国・

中国の見方及び立場並びに1980年1月の国連安保理における日本の発言テキスト、審議概要及び決議案に関す

る文書を含む。

1979/12/1 1980/1/31 中東アフリカ局中東第二課

2021-0554 イラン・イラク問題
イラン・イラク紛争の軍事情勢及び同紛争を巡る外交に関する文書を収録。1984年2月のアルジェリアによる

対話の呼びかけ、同年4月のエジプトによる包括和平提案に関する文書を含む。
1984/2/1 1984/4/30 中東アフリカ局中東第二課

2021-0555 日中平和友好条約／各国の反応
日中平和友好条約の締結に関する文書を収録。中南米、欧州、ソ連、大洋州、中近東及びアフリカにおける論

調及び報道振りに関する文書を含む。
1978/3/1 1978/8/31

アジア大洋州局中国・モン

ゴル第一課

2021-0556 日・スペイン航空協定／航空当局間協議

日・スペイン航空当局間協議に係る文書を収録。1987年9月マドリード、1988年5月東京、1989年5～6月マド

リード、1989年9月マドリード及び1990年2月東京で開催された同協議の対処方針及び概要に係る文書を含

む。

1980/1/1 1990/2/28 欧州局政策課

2021-0557 IAEA特権免除協定
国際原子力機関（IAEA）特権免除協定の締結経緯に関する文書を収録。協定草案、採択経緯、協定に関する

問題点、関係省庁との調整及び国会承認に関する文書を含む。
1959/4/1 1964/2/29

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課
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2021-0558 核兵器不拡散条約（NPT）／各国の態度
核兵器不拡散条約に関する文書を収録。ベトナム、エジプト等による同条約批准に係る文書、並びに不拡散に

向けた関係国の政策及び国際的協調に関する文書を含む。
1975/1/1 1982/11/30

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部軍備管理軍縮課

2021-0559 放射性兵器禁止条約

1979年に設立された軍縮委員会（CD）の放射性兵器作業部会において議論された放射性兵器禁止条約に関す

る文書を収録。米ソ共同提案による条約案や作業部会議長作成の条約案及びこれらへの日本の考えを記載した

文書を含む。

1980/3/1 1982/5/31
総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部軍備管理軍縮課

2021-0560 放射性兵器禁止条約

1979年に設立された軍縮委員会（CD）における放射性兵器禁止条約、特に同条約の選択的議定書である「原

子力施設攻撃禁止に関する議定書」に関する文書を収録。日本が提出した関連作業文書の作成に係る文書を含

む。

1981/6/1 1982/9/30
総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部軍備管理軍縮課

2021-0561 核不使用問題／国連第37回総会
1982年の第37回国連総会に提出された核不使用決議に関する文書を収録。同決議案に係る対処方針、第一委

員会での投票結果の報告、対外応答要領及び関連報道を含む。
1982/11/1 1982/12/31

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部軍備管理軍縮課

2021-0562 国際原子力機関（IAEA)設立問題
国際原子力機関（IAEA）の設立に関する文書を収録。1955年及び1956年に作成されたIAEA憲章案、並びに

IAEA設立を進めるためのIAEA準備委員会における審議に関する文書を含む。
1955/4/1 1957/7/31

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

2021-0563 IAEA平和目的核爆発問題

1977年6月及び9月の国際原子力機関（IAEA）理事会における平和目的核爆発問題の審議、同年8月のアド

ホック諮問委員会における審議と報告書並びに兵器用核分裂性物質の生産停止及び同ストックの平和利用への

転用（カットオフ問題）に関する文書を含む。

1977/6/1 1978/2/28

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

2021-0564
国際原子力機関（IAEA）／国連総会討議（原子力平和利

用）

国連総会における原子力平和利用に関する討議、決議採択、国際原子力機関（IAEA）規程案及び関連報道に

関する文書を収録。
1954/9/1 1955/12/31

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

2021-0565 IAEAプルトニウム国際貯蔵構想関係会議
国際原子力機関（IAEA）プルトニウム国際貯蔵構想専門家グループ非公式準備会合及び本会合、IAEA担当部

長の訪日並びに同構想技術諮問グループ会合に関する文書を収録。
1976/9/1 1979/11/30

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部不拡散・科学原

子力課

2021-0566 関税協力理事会／総会・政策委員会 関税協力理事会（CCC）における第15回～第20回政策委員会及び第67回～72回の総会に関する文書を収録。 1986/6/1 1988/12/31 経済局国際貿易課

2021-0567 大韓航空機サハリン沖撃墜事件
1983年9月に発生した、大韓航空機サハリン沖撃墜事件に際してのソ連の対応及び報道振り、並びに韓国の対

応及び報道振り等に関する文書を収録。
1983/9/1 1983/12/31 欧州局ロシア課
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2021-0568 核不使用問題／資料
核兵器使用の禁止に関する文書を収録。国連における核不使用決議のテキスト及びその審議状況並びに各国の

投票態度を記した文書、核不使用に関連した国会での質疑及び決議に関する文書、並びに関連報道を含む。
1981/1/1 1982/10/31

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部軍備管理軍縮課

2021-0569 核不使用問題／資料
核兵器使用の禁止に関する文書を収録。核不使用に係る国会質疑及び日本政府見解を記した文書、関連論文・

報道、並びに国連における関連決議に係る審議状況及び投票結果を記した文書を含む。
1960/11/1 1982/10/31

総合外交政策局軍縮不拡

散・科学部軍備管理軍縮課

2021-0570 日・サウジアラビア石油化学プロジェクト

サウジアラビアにおける石油化学プロジェクトの検討に係る文書を収録。1977年3～4月にナーゼル・サウジ

アラビア企画相が訪日した際のファハド国王代行発福田総理宛親書写及び同企画相と田中通商産業大臣の会談

要旨並びに同年12月の石油化学プロジェクトに係るミッションのサウジアラビア訪問に関する文書を含む。

1977/3/1 1979/12/31 中東アフリカ局中東第二課

2021-0571 ガット／ウルグアイ・ラウンド（紛争処理交渉）
ガットに基づくウルグアイ・ラウンドにおける紛争処理交渉グループに関する文書を収録。1987年9月、11

月、1988年3月、4月、6月、7月の紛争処理交渉グループ会合、1988年1月の6カ国協議を含む。
1987/9/1 1988/8/31 経済局国際貿易課

2021-0572 ガット／ウルグアイ・ラウンド（紛争処理交渉）
ガットに基づくウルグアイ・ラウンドにおける紛争処理交渉グループに関する文書を収録。第10回～第12回

紛争処理交渉グループ会合、非公式会合、日・米・加・欧州共同体（EC）非公式協議を含む。
1988/7/1 1988/10/31 経済局国際貿易課

2021-0573 ガット／ウルグアイ・ラウンド（農業）

ガットに基づくウルグアイ・ラウンドにおける農業交渉に関連しての基礎資料、日本の諸制度、新ラウンド懇

談会に関する文書を収録。経緯、現状、各国の立場、日本の基本的立場、各界の見方、残存輸入制限、自由化

を巡る問題、輸出禁止措置、主要産品の価格推移、農地に対する特別税制、麦の食管制度を含む。

1986/9/1 1988/2/29 経済局国際貿易課

2021-0574 ガット／ウルグアイ・ラウンド（農業）

ガットに基づくウルグアイ・ラウンドにおける農業交渉に関する文書を収録。日本の原則（発言案）、各国と

の協議及びジュネーブにおける会合、農業に関する日本提案、対処方針、第10回農業交渉グループ会合を含

む。

1987/6/1 1988/1/31 経済局国際貿易課

2021-0575 領事手数料事務（昭和61年）
領事手数料事務に関する文書を収録。省令改正、領事手数料見直し、領事手数料値上げに関する現地報道振り

を含む。
1986/3/1 1987/3/31 領事局政策課

2021-0576 日本人学校／ニューヨーク日本人学校設立（1975年）
1975年のニューヨーク日本人学校設立に関する文書を収録。同校設立、校舎借料、日本語教室主任会規約、

海外子女教育財団による事務職員補助に関する文書を含む。
1974/11/1 1986/6/30 領事局政策課

2021-0577 海外移住審議会小委員会／資料
海外移住に関する国の役割と今後の方向について検討する海外移住審議会小委員会の資料を収録。小委員会討

議議事録、海外移住概況、小委員会意見書案、移住関係団体資料、海外移住施策一覧表を含む。
1984/9/1 1987/8/31 領事局政策課
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2021-0578 農業研修生派米協会

外務省及び農林水産省共管の社団法人農業研修生派米協会に関する文書を収録。日本の農村青年を米国各州の

農業研修に派遣する事業を実施する同協会の事業実施概要/計画、研修生選考、農水省検査、同協会の解散及

び（社）国際農友会との統合による（社）国際農業者交流協会設立に関する文書を含む。

1986/7/1 1988/3/31 領事局政策課

2021-0579 ブラジル移住80周年記念行事

ブラジル移住80周年記念行事に係る文書を収録。ブラジル移住80年祭(1988年)の実施に向けたサンパウロ及

び国内各日系社会の準備作業、移民80年祭委員会の発足及び尾身委員長の訪伯、皇族招請、慶祝文化事業の

調整、現地邦字紙報道振りを含む。

1986/11/1 1988/11/30 領事局政策課

2021-0580 ブラジル移住80周年記念行事

ブラジル移住80周年記念行事に係る文書を収録。文仁親王(秋篠宮）殿下の御訪伯（御日程、御動静、所

感）、及び全国知事会（都道府県知事、副知事）、（社）日本海外移住家族連合会（団長・田中龍夫議員）、

日伯国会議員連盟（団長・福田赳夫元総理）の慶祝使節団派遣にあたる便宜供与に係る文書、関係資料、報道

振りを含む。

1988/3/1 1988/7/31 領事局政策課

2021-0581
ディウフ・セネガル大統領夫妻訪日アルバム（国賓）

（1987年）
1987年6月～7月のディウフ・セネガル大統領夫妻の国賓としての訪日に関する接遇記録アルバム。 1987/6/1 1987/7/31 大臣官房儀典官室

2021-0582
ミクリッチ・ユーゴスラビア連邦執行評議会議長夫妻訪

日（公賓）（1988年）

1988年5月のミクリッチ・ユーゴスラビア社会主義連邦共和国連邦執行評議会議長夫妻の公賓としての訪日に

関する文書を収録。閣議請議関係資料、訪日発表記事資料、日程に係る文書を含む。
1979/11/1 1988/7/31 大臣官房儀典官室

2021-0583
ミクリッチ・ユーゴスラビア連邦執行評議会議長夫妻訪

日アルバム（公賓）（1988年）

1988年5月のミクリッチ・ユーゴスラビア連邦執行評議会議長夫妻の公賓としての訪日に関する接遇記録アル

バム。
1988/5/1 1988/5/31 大臣官房儀典官室

2021-0584
ルシンチ・ベネズエラ大統領訪日アルバム（国賓）

（1988年）
1988年4月のルシンチ・ベネズエラ大統領の国賓としての訪日に関する接遇記録アルバム。 1988/4/1 1988/4/30 大臣官房儀典官室

2021-0585 三木総理米国訪問／（1975年）啓発対策

三木総理（副総理及び外務大臣時を含む）の演説テキストを収録。三木外務大臣の1967年3月の第55回特別国

会外交演説及び1968年7月のオーストラリア国立大学における講演、三木副総理の1974年5月のロンドン商工

会議所及び王立国際問題研究所における各講演並びに三木総理の1974年12月の所信表明演説及び1975年5月

の第9回世界石油会議東京大会開会式スピーチを含む。

1963/10/1 1975/12/31
大臣官房広報文化外交戦略

課

2021-0586 三木総理米国訪問（1975年）／啓発対策
1975年8月の三木総理訪米の広報準備資料を収録。三木総理及び宮澤外務大臣の略歴、写真及びスピーチを含

む。
1975/1/1 1975/12/31

大臣官房広報文化外交戦略

課

戦後-C(C)0-

000101
日本国と中華人民共和国の共同声明

1972年9月29日、田中総理、大平外務大臣及び周恩来国務総理、姫鵬飛外交部長が署名した日本国と中華人民

共和国の共同声明。
1972/9/29 1972/9/29

大臣官房総務課公文書監理

室
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戦後-C(C)0-

000201

日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約　署名本

書（日本側所有分）

1978年8月12日、園田外務大臣・全権と黄華外交部長・全権が署名した日本国と中華人民共和国との間の平和

友好条約の署名本書（日本側所有分）。
1978/8/12 1978/8/12

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-C(C)0-

000202

日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約　署名本

書（日本側所有分）写
1978年8月12日、日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約の署名本書（日本側所有分）写。 1978/8/12 1978/8/12

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-C(C)0-

000203

日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約　署名本

書（中国側所有分）写

1978年8月12日、園田外務大臣・全権と黄華外交部長・全権が署名した日本国と中華人民共和国との間の平和

友好条約の署名本書（中国側所有分）写。
1978/8/12 1978/8/12

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-C(C)0-

000204

日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約　署名全

権委任状（日本側）写
1978年8月12日、日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約の署名全権委任状（日本側）写。 1978/8/12 1978/8/12

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-C(C)0-

000205

日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約　署名全

権委任状（中国側）写
日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約の署名全権委任状（中国側）写。 1978/8/11 1978/8/11

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-C(C)0-

000206

日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約　日本側

発出副書
1978年8月12日、日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約の日本側発出副書。 1978/8/12 1978/8/12

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-C(C)0-

000207

日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約　全権委

任状に関する電報写
日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約の全権委任状に関する電報写。 1978/8/11 1978/8/11

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-C(C)0-

000208

日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約　日中双

方の全権委任状借用証（園田外務大臣発山崎官房長宛）

日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約の日中双方の全権委任状借用証（園田外務大臣発山崎官房長

宛）。
1978/10/2 1978/10/2

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-C(C)0-

000209

日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約　署名部

分の写真
1978年8月12日、日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約の署名部分の写真。 1978/8/12 1978/8/12

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-C(C)0-

000210

日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約　中国側

批准書
日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約の中国側批准書。 1978/8/16 1978/8/16

大臣官房総務課公文書監理

室
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戦後-C(C)0-

000211

日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約　日本側

批准書写
1978年8月12日、日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約の日本側批准書写。 1978/8/12 1978/8/12

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-C(C)0-

000212

日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約　批准書

交換調書
日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約の批准書交換調書。 1978/10/23 1978/10/23

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-Ｒ0000-

000101

日本国とソヴィエト社会主義共和国連邦との共同宣言

署名本書
1956年10月19日、日本国とソヴィエト社会主義共和国連邦との共同宣言の署名本書。 1956/10/19 1956/10/19

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-Ｒ0000-

000102

日本国とソヴィエト社会主義共和国連邦との共同宣言

署名本書写

1956年10月19日、鳩山一郎総理及びブルーガニン・ソ連閣僚会議議長（首相）が署名した日本国とソヴィエ

ト社会主義共和国連邦との共同宣言の署名本書写。
1956/10/19 1956/10/19

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-Ｒ0000-

000103

日本国とソヴィエト社会主義共和国連邦との共同宣言

鳩山総理全権委任状控
日本国とソヴィエト社会主義共和国連邦との共同宣言の鳩山総理全権委任状控。 1956/10/3 1956/10/3

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-Ｒ0000-

000104

日本国とソヴィエト社会主義共和国連邦との共同宣言

河野大臣全権委任状控
日本国とソヴィエト社会主義共和国連邦との共同宣言の河野大臣全権委任状控。 1956/10/3 1956/10/3

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-Ｒ0000-

000105
日ソ国交正常化交渉　重光大臣全権委任状控 日本国とソヴィエト社会主義共和国連邦との国交正常化交渉のための重光大臣全権委任状控。 1956/7/21 1956/7/21

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-Ｒ0000-

000106
日ソ国交正常化交渉　松本議員全権委任状控 日本国とソヴィエト社会主義共和国連邦との国交正常化交渉のための松本議員全権委任状控。 1955/5/24 1955/5/24

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-Ｒ0000-

000107

日本国とソヴィエト社会主義共和国連邦との共同宣言

批准書
日本国とソヴィエト社会主義共和国連邦との共同宣言の批准書。 1956/12/8 1956/12/8

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-Ｒ0000-

000108

日本国とソヴィエト社会主義共和国連邦との共同宣言

批准書交換調書
日本国とソヴィエト社会主義共和国連邦との共同宣言の批准書交換調書。 1956/12/12 1956/12/12

大臣官房総務課公文書監理

室
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戦後-Ｒ0000-

000109

日本国とソヴィエト社会主義共和国連邦との共同宣言

日本国批准書控
日本国とソヴィエト社会主義共和国連邦との共同宣言の日本国批准書控。 1956/12/8 1956/12/8

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-Ｒ0000-

000110

日本国とソヴィエト社会主義共和国連邦との共同宣言

ソ連側批准書交換全権委任状
日本国とソヴィエト社会主義共和国連邦との共同宣言のソ連側批准書交換全権委任状。 1956/10/12 1956/12/4

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-Ｒ0000-

000111

日本国とソヴィエト社会主義共和国連邦との共同宣言

貿易発展と最恵国待遇の相互許与に関する議定書

1956年10月19日、日本国とソヴィエト社会主義共和国連邦との共同宣言の貿易発展と最恵国待遇の相互許与

に関する議定書。
1956/10/19 1956/10/19

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-Ｒ0000-

000201
日露関係に関する東京宣言　日本側

1993年10月13日、細川総理とエリツィン・ロシア連邦大統領が署名した日露関係に関する東京宣言の日本側

文書。
1993/10/13 1993/10/13

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-Ｒ0000-

000202
日露関係に関する東京宣言　ロシア側（写）

1993年10月13日、細川総理とエリツィン・ロシア連邦大統領が署名した日露関係に関する東京宣言のロシア

側文書写。
1993/10/13 1993/10/13

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-U0000-

000101

日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約（旧・日

米安全保障条約）　署名本書

1951年9月8日、吉田総理とアチソン・米国務長官他が署名した日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条

約（旧・日米安全保障条約）の署名本書。
1951/9/8 1951/9/8

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-U0000-

000102

日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約（旧・日

米安全保障条約）　吉田・アチソン交換公文

1951年9月8日、日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約（旧・日米安全保障条約）の吉田･アチソン交

換公文。
1951/9/8 1951/9/8

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-U0000-

000103

日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約（旧・日

米安全保障条約）　米国側全権委任状
日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約（旧・日米安全保障条約）の米国側全権委任状。 1951/8/20 1951/8/20

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-U0000-

000104

日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約（旧・日

米安全保障条約）の日本側全権委任状
日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約（旧・日米安全保障条約）の日本側全権委任状。 1951/8/28 1951/8/28

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-U0000-

000105

日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約（旧・日

米安全保障条約）　批准書
日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約（旧・日米安全保障条約）の批准書。 1952/4/15 1952/4/15

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-U0000-

000106

日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約（旧・日

米安全保障条約）　批准書交換調書
日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約（旧・日米安全保障条約）の批准書交換調書。 1952/4/28 1952/4/28

大臣官房総務課公文書監理

室
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戦後-C(N)0-

000801
日本国と中華民国との間の平和条約　調印書

1952年4月28日、河田烈全権と葉公超全権（中華民国（台湾）外交部長）が署名した日本国と中華民国との間

の平和条約の調印書。
1952/4/28 1952/4/28

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-C(N)0-

000802

日本国と中華民国との間の平和条約　交換公文（第一

号）
1952年4月28日、日本国と中華民国との間の平和条約の交換公文（第一号）。 1952/4/28 1952/4/28

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-C(N)0-

000803

日本国と中華民国との間の平和条約　交換公文（第二

号）
1952年4月28日、日本国と中華民国との間の平和条約の交換公文（第二号）。 1952/4/28 1952/4/28

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-C(N)0-

000804
日本国と中華民国との間の平和条約　交換公文 1952年4月28日、日本国と中華民国との間の平和条約の交換公文。 1952/4/28 1952/4/28

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-C(N)0-

000805
日本国と中華民国との間の平和条約　合意された議事録 1952年4月28日、日本国と中華民国との間の平和条約の合意された議事録。 1952/4/28 1952/4/28

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-C(N)0-

000806
日本国と中華民国との間の平和条約　日本側全権委任状 日本国と中華民国との間の平和条約の日本側全権委任状。 1952/2/8 1952/2/8

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-C(N)0-

000807

日本国と中華民国との間の平和条約　中華民国側全権証

書写
日本国と中華民国との間の平和条約の中華民国側全権証書写。 1952/2/16 1952/2/16

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-C(N)0-

000808

日本国と中華民国との間の平和条約　批准書（中華民国

側）
日本国と中華民国との間の平和条約の批准書（中華民国側）。 1952/8/2 1952/8/2

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-C(N)0-

000809
日本国と中華民国との間の平和条約　批准書交換調書 日本国と中華民国との間の平和条約の批准書交換調書。 1952/8/5 1952/8/5

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-C(N)0-

000810
日本国と中華民国との間の平和条約　照会交換公文 日本国と中華民国との間の平和条約の照会交換公文。 1952/5/24 1952/5/24

大臣官房総務課公文書監理

室

戦後-C(N)0-

000811

日本国と中華民国との間の平和条約　批准書（日本側）

副本
日本国と中華民国との間の平和条約の批准書（日本側）副本。 1952/7/9 1952/7/9

大臣官房総務課公文書監理

室
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